
介護の週刊号

介護保険・施設運営 週次ブリーフ
2026年8月10日号

介護制度、LIFE、研修、賃上げ支援の公表情報を、期限と実務への影響で整理します。

掲載 4件

最初にここだけ

今週の要点 見出しを押すと、その項目の詳しい説明が開きます。

情報 介護保険システム標準化基準を公布

自治体の介護保険システムの機能・帳票が標準化されました。介護事業所への新しい届出義務では

ありません。

最重要 7月分LIFEデータの提出期限

LIFE関連加算の算定事業所は、7月サービス提供分を8月10日までに新LIFEへ提出し、受付結果

まで保存します。

期限：2026年8月10日

中 デジタル中核人材養成研修の申込開始

介護現場の業務改善とテクノロジー活用を担う人向けの無料研修が申込期間に入りました。受講義務

はありません。

期限：2026年9月3日

高 北海道の賃上げ・職場環境改善支援事業

補助金を受けた法人は、処遇改善加算との二重計上を避け、給与・会計資料を原資別に整理します。

特に重要 2件• 対象期間 2026年8月3日～8月9日•

1 / 4



必要な項目だけ

詳しい内容 すべてを読む必要はありません。関係する見出しだけ開いてください。

情報 システム標準化

介護保険システム標準化基準を公布

自治体の介護保険システムの機能・帳票が標準化されました。介護事業所への新しい届出義務ではありませ

ん。

実務への影響： 保険者が発行する通知・認定証・申請書やシステム連携が将来変わる可能性がありま

す。

厚生労働省令第127号と告示第303～305号により、自治体が使用する介護保険システムの機能要件・帳票要

件等が標準化されました。資格、保険料、給付、要介護認定、負担限度額認定などが対象です。

介護事業所へ新しい加算要件、指定届、報告期限を直接課すものではありません。自治体からの移行案内を継

続して確認します。

確認・対応

自治体・保険者からの様式変更や移行案内を継続確認する

期限： 固定期限なし／該当時確認

一次資料

介護保険最新情報Vol.1533 （確認: 2026-08-10）

最重要 LIFE

7月分LIFEデータの提出期限

LIFE関連加算の算定事業所は、7月サービス提供分を8月10日までに新LIFEへ提出し、受付結果まで保存しま

す。

期限：2026年8月10日

実務への影響： 移行済みであることと、月次データが提出・受付済みであることは別に確認します。
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https://www.mhlw.go.jp/content/001735289.pdf


対象加算と提出対象者を確定し、新LIFEで送信します。エラーや未確定状態がないことを確認し、受付結果、

提出日時、確認記録を保存します。

未提出または送信不能の場合は、請求判断前に指定権者等へ確認します。

確認・対応

対象加算を確定する

送信状態とエラーを確認する

受付結果と確認記録を保存する

期限： 2026年8月10日

一次資料

介護保険最新情報Vol.1520 （確認: 2026-08-10）

中 デジタル人材・業務改善

デジタル中核人材養成研修の申込開始

介護現場の業務改善とテクノロジー活用を担う人向けの無料研修が申込期間に入りました。受講義務はありま

せん。

期限：2026年9月3日

実務への影響： オンライン授業に加え、自職場の業務分析と導入計画作成を含みます。

通算3年以上の勤務経験があり、法人・事業所の業務改善や介護テクノロジー活用を担う人が主な対象です。

北海道の介護テクノロジー補助金との関係は、交付要綱公表後に最終確認する必要があります。

確認・対応

候補者と改善テーマを決める

受講時間と受講後の展開方法を確認する

期限： 2026年9月3日

一次資料

介護保険最新情報Vol.1531 （確認: 2026-08-10）
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https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2026/0703091147807/ksvol.1520.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001731699.pdf


北海道・介護テクノロジー導入支援 （確認: 2026-08-10）

高 賃上げ・支援制度

北海道の賃上げ・職場環境改善支援事業

補助金を受けた法人は、処遇改善加算との二重計上を避け、給与・会計資料を原資別に整理します。

実務への影響： 実績報告期限は号発行時点で未公表です。根拠資料は求められた場合に提出できるよう

2年間保存します。

同じ賃金改善額を処遇改善加算と補助金の双方へ満額計上しないよう、支給明細ごとに原資を分けます。

国保連の内訳、給与台帳、支給一覧、会計仕訳、対象経費の資料を一つの証拠束にします。

確認・対応

入金と事業所別内訳を確認する

賃金改善明細へ原資区分を付ける

根拠資料を2年間保存する

期限： 固定期限なし／該当時確認

一次資料

北海道・賃上げ／職場環境改善支援事業 （確認: 2026-08-10）

国Q&A第2版 （確認: 2026-08-10）

情報の扱い

この号は2026年8月10日時点の情報です。期限後も履歴として掲載し、訂正時は訂正日と変更内容を表示しま

す。
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https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/223347.html
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/246747.html
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/1/3/0/9/7/7/7/7/_/%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E4%BF%9D%E9%99%BA%E6%9C%80%E6%96%B0%E6%83%85%E5%A0%B1Vol1475.pdf

